
植草学園大学研究紀要　　第10巻　133 ～ 143頁（2018）

－ 133 －

１．はじめに

　日本は超高齢社会を迎え，それに伴い，要介護高

齢者の割合は増加の一途をたどっている 1）。日本人

の平均寿命は男性が 80.2 歳，女性が 86.6 歳であり，

過去最高を更新中である 2）。一方で，日常生活に制

限のない期間を示す健康寿命は男性で 70.4 歳，女

性で 73.6 歳であり，平均寿命と比べて約 10 年の差

がある 3）。超高齢社会を迎えた我が国では，平均寿

命の延伸に伴い健康寿命との差が拡大すれば，医療

費や介護給付費を消費する期間が増大することが予

想される。疾病予防や介護予防により平均寿命と健

康寿命の差を短縮できれば，個人の生活の質の低下

を防ぐとともに社会保障負担の軽減も期待できる。

このことから，本邦において，高齢者を対象とした

介護予防の役割は重要である。

　介護予防とは「要介護状態の発生をできる限り防

ぐ（遅らせる）こと，そして要介護状態にあっても

その悪化をできる限り防ぐこと，さらには軽減を目

指すこと」と定義されている 4）。そのための方略に

は身体機能面，精神心理面，社会参加面などを統合

して行う地域包括ケアシステムの構築が有効である

とされている 5）。これまでに各自治体で行われてい

る介護予防教室では運動器の機能向上を目的とした

プログラムが最も多い 6）。運動器の機能向上プログ

ラムの内容は，保健師や理学療法士，健康運動指導

士等がストレッチや筋力トレーニング，レクリエー

ションを通して参加者の運動器の機能向上・維持を

図るものである。

　高齢者において，適度な運動や身体活動を継続的

に行うことは健康の維持・増進に有益であることは

周知の事実である。運動を行うことにより，運動機

能の改善 7），抑うつの改善 8），主観的健康感や QOL

の向上 9）などに効果があることが報告されている。

また，高齢者において，運動習慣は生存率に影響する。

星らは地域在住高齢者2.2万人を対象に運動習慣と2

年後の生存を調査し，運動習慣のある者はない者に

比べて生存率が高かったことを報告している 10）。

　介護予防における効果的な運動の頻度や強度につ

いて，Liu らは① 65 歳以上の高齢者は 1週間に 150
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分程度の適度な運動をすること，②筋力トレーニン

グは有効であり取り組むべきであるが，ウォーキン

グのような有酸素運動と一緒に始めるのが良いこ

となどを示している 11）。American College of Sports 

Medicine（以下，ACSM）は高齢者における定期的

な身体活動や運動の有益性について，身体機能と自

立生活の向上や転倒のリスクと転倒による外傷の減

少などをもたらすことから，週 5 日，1 回 30 分の

中等度の有酸素運動，または，週 3 回，1 回 20 分

の高強度の有酸素運動を行うことを推奨している
12）。さらに，本邦では，65歳以上の身体活動の基準は，

強度を問わず，身体活動を 10 メッツ・時 / 週行う

こと，具体的には，横になったままや座ったままに

ならなければどんな動きでもよいので，身体活動を

毎日 40 分行うことが推奨されている 13）。

　他方，介護予防における効果的な運動の内容とは，

筋力トレーニング，バランス訓練，歩行練習など

の報告がある 14)15)16)。介護予防における効果的な運

動の強度とは高強度の筋力トレーニングであり 17），

低強度の運動でも週に 300 分程度の運動時間が確保

できていれば，介護予防に効果があることが示され

ている 18）。

　このように，運動は適切に実施することで介護予

防に効果的であるが，本邦の成人において運動を実

施している者は 27.9％にすぎず 19），運動を継続し

て行っている者は少ない。吉田らは運動の「開始」

と「継続」には異なる要因が関連していることを示

していることから 20），地域在住高齢者が地域にお

ける暮らし・生活の中で運動を継続して行うために

は，介護予防における運動の「開始」と「継続」と

を併せたアプローチが必要となる。

　そこで，本研究の目的は地域在住高齢者における

運動の継続に関連する要因を検討した先行研究のシ

ステマティックレビューを行うことである。

２．方法

　2.1　論文の検索・選択方法
　今回 2017 年 7 月までの期間を対象に，高齢者の

運動実施，継続に関する研究を Pub Med,CINAHL, 医

学中央雑誌，老年社会学データベース，CiNii を用

いて検索した。検索に用いたキーワードは Exercise

（運動），Physical Activity（身体活動），Adherence（継

続），Dropout（中断），を Elderly（高齢者），また

は Frail（フレイル）で AND 結合したものを用いた。

その他の検索条件としては，論文の使用言語を英語

または日本語とした。加えて採択された論文におけ

る引用文献を照合し，本研究の採択基準に合致する

ものを追加した。具体的な採択基準は，1）介入研

究または観察研究であること（症例報告等の記述研

究は除外），2）対象者が活動可能な高齢者であるこ

と（寝たきりのような重度要介護者は除外），3）運

動を含む内容であること，4）査読付きの雑誌掲載

論文であること，5）電子版またはハードコピーで

全文が取得可能であることとした。

　2.2　結果
　2017 年，7月 21 日 11 時に検索を行った。各デー

タベースを用いた検索結果を表 1に示す。除外基準

に従って抽出したところ 27 件が該当した。以上を

用いて作成したアブストラクトフォームを表 1から

3に示す。

３．考察

　3.1　運動継続と運動の内容
　介護予防における効果的な運動の内容とは，筋力

トレーニング，バランス訓練，歩行練習などの報告

がある 14)15)21）。また，ACMS では週 5日，1回 30 分

の中等度の有酸素運動，または，週 3回，1回 20分

の高強度の有酸素運動を行うことを推奨している 12）。

しかし，これは確実に実施できた場合の効果である。

そこで，本研究では運動の継続に着目して，継続し

やすい運動の種類と頻度を報告する。

　 継続しやすい運動の種類は楽しく・気持ちがよ

いこと，効果を実感できること，習慣化しやすいこ

とが報告されている 22）。また，Forkan らは疲れを

感じるものや道具が必要なもの，運動していて気持

ちがよくないものは自主的な運動に向かないことを

報告している。Harada らは 50 歳以上の成人の約半

数が筋力トレーニングに対してやろうと思わない運

動と答え，筋力トレーニングはきつい運動であると

とらえている 23）。これらのことから，高齢者にお

ける運動継続につながる運動の内容は，屋内で短時
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表 1　 高齢者の運動継続に関する各データベースを用いた検索結果

　 検索ワード Pub Med 医中誌
老年社会学

データベース
CiNii

1 運動　「Exercise」 349,225 111,590 470 283,039

2 身体活動　「Physical Activity」 452,866 15,603 79 5,800

3 継続　「Adherence」 120,534 43,762 565 49,841

4 中断　「Dropout」 18,913 5,976 34 4,706

5 フレイル　「Frail」 13,727 1,585 31 476

6 運動＋継続　「Exercise ＋ Adherence」 5,023 4,132 50 4,212

7
身体活動＋継続　

「Physical Activity ＋ Adherence」 6,437 1,040 6 296

8 運動＋中断　「Exercise ＋ Dropout」 926 426 2 276

9
身体活動＋中断　

「Physical Activity ＋ Dropout」 1,084 43 2 18

10 6 ＋高齢者　「Elderly」 2,646 1,655 37 781

11 7 ＋高齢者　「Elderly] 2,169 502 5 74

12 8 ＋高齢者　「Elderly」 175 148 0 23

13 9 ＋高齢者　「Elderly」 132 18 1 7

14 6 ＋フレイル　「Frail」 45 26 2 3

15 7 ＋フレイル　「Frail」 52 16 0 0

16 8 ＋フレイル　「Frail」 9 1 0 0

17 9 ＋フレイル　「Frail」 10 1 0 0
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間に，道具を使用せず，簡単にできるもので，日常

生活に取り入れることが容易なものが選択されるべ

きである。さらには，個々の身体機能に合わせた運

動を選択することも運動を楽しい・気持ち良いと感

じることにつながり運動を継続することができると

考える。加えて，定期的な体力テストを行い運動の

効果を確認することでより自己の身体に興味を持ち

自身の身体を管理することにつながるといえる。

　3.2　運動継続と介入頻度
　重松らは地域在住のフレイル高齢者を対象とした

介護予防教室による介入の頻度が自宅での運動実施

率と体力に及ぼす影響を検討し，介入頻度の違い

による介入の効果を検証している 24）。その報告に

よると，介入頻度が月に 2 回でも 4 回でも体力と

Quality of life の改善に効果的であり，自宅での運動

実施率は 77 ～ 79％であり介入頻度による有意な差

は見られなかったと報告している。他方，Mcphate

らは転倒予防教室に参加した高齢者において，介入

頻度が週に 2回以下になると運動実施率が低くなる

ことを報告している 25）。しかし，介入頻度が週に 2

回以下でも運動実施率は 7割程度を保持しているこ

とから，高齢者における介護予防のための介入の頻

度については，月に 2～ 4回程度必要であると考え

られる。

　3.3　運動継続と心理的要因との関連
　運動の継続には運動機能のみならず，心理的な要

因も深い関わりがある。Dubbert らは地域在住高齢

者を対象に心理的なカウンセリングを行う介入によ

り，有意に運動量が増え，身体機能が改善したこと

を報告している 26）。

　運動継続に関する心理的要因について，Forkan

らは入院中にホームプログラムを指導された 65 歳

以上の患者 556 名を対象に退院一か月後にホームプ

ログラムを行ったかどうかを調査し，36.6％が退院

後に全く運動を行わなかったと答えたことを報告し

た 27）。さらに，運動を行わなかった者は運動を行っ

た者に比べて，指導されたホームプログラムについ

て「息苦しくなる」「転びそうな気がする」「運動の

効果を感じられない」などの運動することによる負

担感が有意に高かったことを報告している 27）。こ

のことから，個別の指導を行ったとしても，行動に

伴う恩恵を感じられなければ運動を継続することは

難しい。細井らは地域在住高齢者における継続性の

ある運動の条件として，運動開始前と運動開始後に

分けて運動指導を行うことが重要としており，運動

継続後には対象者が「楽しい」「気持ちがいい」と

思えること，効果を実感できること，習慣化しやす

いことを挙げている 22）。さらに，長ヶ原は運動が

継続するためには，本人の欲求と動機づけが喚起さ

れることが絶対条件であり，たとえ強制的に実施を

促されても継続しないとして，人的要因や環境要因

よりも対象者本人の心理的要因が重要であることを

示している 28）。加えて，中野らは高齢者の運動の

継続には「休んでも再開する自信（Recovery Self-

efficacy）」が関連していることを報告している 29）。

これらのことから，高齢者における運動の継続には

心理的要因を考慮した介入が必要であると考えられ

る。

　3.4　運動継続と社会的要因との関連
　高齢者の運動継続には社会的な要因も関連してい

ることが報告されている。中野らは地域在住高齢

者を対象として運動の継続に関連する要因を検討

し，運動の継続と社会参加の関連を認めた 29）。また，

吉田らは地域在住高齢者における運動の継続には，

グループ活動へ参加が関連していたことを報告して

いる 20）。さらに，重松らも運動の継続と仲間との

関わりとの関連を示している30）。これらのことから，

社会参加や仲間の存在は運動継続と関連していると

考えらえる。

　3.5　運動継続に関する文献的考察
　以上の報告より，介護予防教室では開催中のみな

らず運動教室終了後もプログラムを継続できるよう

な介入を目標とし，開催期間中に参加者個人の運動

機能に合わせた運動の具体的な指導と共に，運動に

よる恩恵を感じられるような行動変容につながる心

理的介入を併せて行うことが重要である。さらに，

個人的なアプローチのみならず，参加者同士の交流

や社会参加を促すことが運動の継続につながり，ひ

いては高齢者の介護予防・健康寿命の延伸に効果的

であると考えられる。
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４．まとめ

　本研究において地域在住高齢者における運動の継

続に関連する要因を文献的に検討した。運動の継続

には運動の内容，介入頻度，心理的要因，社会的要

因が関連していることが明らかとなった。

　介護予防を目的とした介入は，高齢者が地域に暮

らしながら，自分で実施することで効果を得ること

ができる。自身の健康に対するセルフプロモーショ

ンにつなげるためには，運動の継続に着目した介護

予防の介入が重要であり，今後の研究としてその介

入の効果を検証することが求められている。
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Abstract

Factors Associated With Maintenance of Physical Activity Among Rural Elderly:
A Brief Review

Satoko Nakano[1],  Tatsuhiro Miura[1], 
[1] Faculty of Health Sciences, Uekusa Gakuen University

　Purpose: The purpose of this study was to examine the determining factors in the maintenance of physical activity 

among rural elderly.

　Methods: Studies about the maintenance of physical activity were identified by literature searches in multiple 

international and domestic databases. Terms for “Exercise”, “Physical Activity”, “Adherence”, “Dropout” were used.

　Results: Total of 27 sutudies (intervention study : n=16, observational study: n=11) met the inclusion criteria.

　Conclusion: This review provides good evidence for the beneficial effects of maintaining physical activity among 

community dwelling elderly. In this study, we demonstrated that incorporating physical activity into one’s lifestyle, and 

promoting interaction between participants and social participation, as well as incorporating a personal approach are 

important factors that promote physical activity.

　Keywords: Community dwelling elderly, Care prevention, Maintenance of physical activity, 




